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１　はじめに
　農林水産省は、食料・農業・農村基本計画で「環境に配
慮した持続可能な農業生産を推進する必要がある」とした
中で、本年５月には「みどりの食料システム戦略」を策定
し（令和３年５月12日）、中長期的な観点から生産から消
費までの各段階の取組や、カーボンニュートラル等の地球
温暖化対策を踏まえた環境負荷軽減のイノベーションを推
進することとしております。
　農業県である本県では、これまでも環境と調和した生産
技術の確立や有機物資源の循環利用の推進、生産者・消費
者への意識啓発等の取組を進めてきたところでありますが、
今後とも、将来の世代に安全で快適な環境を継承できるよ
う、貴重な生態系の保全や地球温暖化への適確な対応等を
通じて、「環境と調和した持続可能な農業」を一層推進し
てまいります。

２�　新潟県における「環境と調和した持続可能な農業」の
取組について
⑴　新潟県特別栽培農産物認証制度の取組
　当制度は、安全・安心な農産物に対する消費者ニーズ
の高まりに対応するため、本県の実情に適合した特別栽
培農産物の基準を定め、当該基準に適合した県産農産物
を県が認証するもので、平成10年から運営しています。
　認証された農産物には、他の農産物と明確に区分する
ため、「表示票」による表示を、不特定多数の消費者に
販売する場合は、表示票による表示と併せて「認証マー
ク」による表示をしております。
　取組面積は近年減少傾向にありますが、県の認証制度
がきっかけとなり、市町村や農業協同組合毎に設定した
基準に基づく様々な環境に配慮した取組が広がっていま
す。
⑵　環境保全型農業直接支払交付金の取組
　令和２年度は、県内30市町村中26市町村で取り組まれ、
取組面積は4,034haとなっています。
　当交付金では、全国共通の取組メニューに加え、地域
の環境や農業の実態等を勘案した上で、特有の環境保全
に効果の高い取組として「地域特認取組」メニューを追
加設定することができますが、本県では、冬期間に水田
に水を張る取組（冬期湛水管理）や、水稲の本田内に栽
培期間中を通じて湛水することができる溝の取組（江の
設置）等を設定し、生物多様性の保全に貢献しています。
⑶　有機栽培の取組
　有機JASほ場の取組面積は全国で12,027haであり、新

潟県では水田を中心に332haで取り組まれています。
（農林水産省（県別有機JASほ場の面積（令和２年４月
１日現在）（速報版））
　有機栽培は、環境への負荷低減に加え、健康志向の消
費者ニーズに応え得る農法でありますが、除草や病害虫
防除など栽培技術の確立が十分でないことから、一部の
先進的な農業者による取組にとどまっているのが現状で
す。
　このため、本県では取組面積の拡大に向け、平成23年
度に「コシヒカリBLにおける有機栽培の手引き」（平成
23年度新潟県農林水産業研究成果）を、令和２年度には、
「コシヒカリBLにおける有機JAS認証取得栽培のポイ
ント」を作成すると共に、有機農業導入研修会を開催し、
有機農業に取り組む農業者の確保・育成を進めていると
ころです。

３　今後の取組
　化学農薬や化学肥料に頼らない栽培は、一般的な栽培に
比べて品質や収量が安定しないことが課題となっています。
化学農薬は、農産物を効率的・安定的に生産していく上で
効果が高く、経営的なメリットが大きいものですが、一方
で農薬を散布する農業者の健康リスクや、農産物に有益な
虫等にも影響する可能性があります。また、同じ化学農薬
を使い続けることによる効果の低下（薬剤に対する抵抗性
の発達）が生ずる懸念もあるため、化学農薬だけに頼らな
い、総合的な防除（総合的病害虫・雑草管理）が重要です。
　また、有機農業の拡大や化学農薬・化学肥料の使用量の
低減をすすめていくためには、多くの農業者にとって取り
組みやすい栽培技術の確立とその普及を進めるだけでなく、
生物多様性に配慮した取組や有機物の循環利用など農業の
自然循環機能の増進への配慮も必要です。
　さらに、これまで着眼してこなかった温室効果ガスの削
減など、地球温暖化防止につながる取組も推進していくこ
とが必要と考えています。水田からは温室効果ガスの１種
である、メタンガスが発生していることから、稲作が盛ん
な新潟県において、これら温室効果ガスの発生を抑えた栽
培方法の拡大に取組んでいかなければならないと考えてい
ます。
　日本一の米どころである新潟県において、これからも
「環境と調和した持続可能な農業」に多くの農業者が取り
組めるよう、様々な取組を進めてまいります。

� （農産園芸課　橋立　淳志）
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露地ネギ栽培における土着天敵を活用したネギアザミウマの密度抑制技術
はじめに
　ネギの重要害虫であるネギアザミウマでは、これまで使
用してきた農薬の効果が劣る事例がみられ、防除が困難と
なっています。一方、農薬に頼らない防除技術として、土
着天敵の活用が注目されており、天敵温存植物を植栽して
土着天敵の定着・増殖を促す技術がいろいろな作物で検討
されています。大麦は天敵温存植物として有望であり、リ
ビングマルチとして植栽すると土着天敵の増殖場所となる
ことが知られています。そこで、大麦を活用したネギアザ
ミウマの密度抑制効果を検討しました。

１　大麦の植栽及び調査方法
　大麦はリビングマルチ用の品種「てまいらず」を供試し、
ネギ（品種「夏扇４号」）を定植した翌日の令和２年５月
１日に、種子を畝間に条播き（６g/m）しました（処理区、
写真）。大麦が十分生育するまでの間、ネギアザミウマに
対する防除としてダントツ粒剤を施用し（５月14日、６月
９日）、その後は無防除としました。対照として、大麦を
植栽しない区（無処理区）、慣行の防除体系を実施した区
（慣行区）を設置し、ネギアザミウマ密度及び被害度を調
査しました。
　大麦にはネギアザミウ
マの天敵としてヒメオオ
メカメムシ（写真）、キ
イカブリダニ、コモリグ
モ類、ゴミムシ類などが
定着します。今回はヒメ
オオメカメムシについて、
処理区は大麦の見取り調
査、無処理区及び慣行区
は条間の見取り調査によ
り生息数を調査しました。

２　結果
　ネギアザミウマの密度は、６月中旬から７月上旬及び８
月下旬から９月中旬では、処理区は無処理区より低い傾向
でしたが慣行区より高くなりました。７月中旬から８月中
旬は降雨の影響により密度が低く判然としませんでした
（図上段）。ネギアザミウマの被害度は処理区が無処理区
よりやや低い傾向で、慣行区とは同程度～やや低い傾向で
推移しました。しかし、８月末以降は無処理区と変わらな
くなりました（図下段）。これは、大麦が８月上旬に枯死

し、８月下旬には枯草が消失して土壌が露出し、天敵温存
植物としての効果が失われたためと考えられました。
　大麦見取り調査では、処理区でヒメオオメカメムシがし
ばしば観察されましたが、無処理区や慣行区ではほとんど
観察されませんでした。大麦は枯死した後もしばらくは枯
死葉が地表を被覆しており、天敵温存植物としての効果が
持続していることがうかがわれました（表）。

３　他県での事例
　千葉県と静岡県は、露地ネギの栽培体系において大麦リ
ビングマルチの具体的なポイントや根拠を示したIPM防除
マニュアルと試験事例を共同で作成しています。宮城県で
は、春まきタマネギで大麦リビングマルチを取り入れてお
り、春作キャベツでは大麦リビングマルチと開花植物（ハ
ゼリソウ、ソバ、コリアンダー）を併用することでネギア
ザミウマの他にアブラムシ類、チョウ目害虫の密度を抑制
できるとしています。

おわりに
　今回報告した結果は、ネギアザミウマの発生が少ない年
の結果です。また、土着天敵の発生は周辺環境や気象の影
響が大きいため、今後もデータを積み上げていくことが必
要です。なお、秋は土寄せ作業のため、大麦はすき込まれ
天敵温存効果は失われてしまいます。そのため、秋以降は
通常防除を行っていく必要があります。また、大麦がある
ので土寄せに管理機を使用しにくく、播種密度や植栽位置
等についても検討する必要があります。
� （園芸研究センター　横山　泰之）

大豆カメムシ類防除の取組
　令和２年度、県内の大豆収量は10a当たり141kg（前年
比81％、平年比80％）と大きく低下しました。主な収量低
下の要因は、７月の多雨による湿害と８月以降の高温によ
る干ばつ害によると考えられています。さらに一部地域で
はカメムシによる吸汁害とそれに伴う「青立ち（莢数の減
少により養分転流が妨げられて茎葉が青く成熟しない状
態）」が収量及び品質の低下を拡大させました。そこで、
被害の多かった佐渡、巻の両普及指導センター並びに病害
虫防除所及び革新支援担当で、現地における大豆カメムシ
類の発生消長を把握するために、見歩き調査、払い落とし
調査及びフェロモントラップ調査を開始しました。これま
でのところ具体的な成果は得られていませんが、病害虫防
除所が実施しているフェロモントラップで、ホソヘリカメ
ムシの誘殺が確認されるなどの新たな知見も得られつつあ
ります。今回の取組が地域の防除に活用されるよう、引き
続き調査を継続していきます。�（経営普及課　棚橋　恵）

植防一口メモ

表　見取り調査により観察されたヒメオオメカメムシ頭数

　 7月16日 7月24日 8月15日 8月23日

処 理 区 1 0 3 3

無 処 理 区 0 0 0 0

慣 行 区 0 0 0 1

注）�処理区は大麦１ｍ、無処理区及び慣行区は条間１ｍを調査。数値は
３反復の合計。

写真　�大麦リビングマルチの植栽状況
（令和２年６月16日）と天敵ヒメ
オオメカメムシ（右上）

図　ネギアザミウマ密度及び被害度の推移
（上段：密度、下段：被害度）
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殺虫剤抵抗性の発達の仕組みとリスク管理
１　はじめに
　ある殺虫剤に抵抗性をもつ個体が発生し、地域の害虫集
団内に蔓延すると、その殺虫剤の防除効果が低下して生産
者にとって大きな問題となります。また、新規薬剤の開発
には膨大な時間とコストを要するため、抵抗性が発達した
ら新しい殺虫剤に変更するといった、新剤の開発に頼った
抵抗性個体群の抑制は現実的ではありません。既存の殺虫
剤を適切に利用した抵抗性発達のリスク管理が求められま
す。

２　殺虫剤抵抗性発達の仕組み
　同じ種類の害虫でも殺虫剤に対する感受性は個体によっ
て遺伝的に異なります。殺虫剤散布による淘汰で、感受性
の低い（＝殺虫剤が効きにくい）遺伝子を持つ個体が生き
残り、その後の増殖で集団内に感受性の低い遺伝子が広ま
ってしまいます（図）。
　このように殺虫剤抵抗性の発達とは、ある殺虫剤に対し
て感受性の低い個体の子孫が害虫集団内で増加することで、
殺虫剤散布後の集団全体の死亡率が低くなる（防除効果が
低下する）現象です。そのため、上記の淘汰を引き起こす
同一薬剤の長期連用は、抵抗性の発達を助長することが懸
念されます。

３　水稲害虫アカヒゲホソミドリカスミカメの調査事例
　アカヒゲホソミドリカスミカ
メ（以下、アカヒゲ）は新潟県
における斑点米カメムシ類の主
要種の１つです（写真）。現在
は、イネ出穂後１～２回の殺虫
剤散布を基本とした防除体系が
確立されており、県内水稲作付
面積約12万haのほとんどで、
アカヒゲを含む斑点米カメムシ
類の薬剤防除が行われています。
地域によっては同じ殺虫剤が長
期連用されており、抵抗性の発
達が危惧されています。
　作物研究センターでは斑点米カメムシ類の殺虫剤感受性
をモニタリングしています。令和元年度、一部地域におい
てネオニコチノイド系殺虫剤のクロチアニジン剤に抵抗性

を示すアカヒゲが見つかりました。また、同じくネオニコ
チノイド系のジノテフラン剤では、防除効果に影響を及ぼ
すレベルではないものの、感受性が低下したアカヒゲが確
認されました。
　ジノテフラン剤は水稲のカメムシ類防除において新潟県
で最も使用されている殺虫剤です。無人航空機等による共
同防除ではジノテフラン剤が８割以上を占めています。令
和２年度は農薬メーカーと協力し、ジノテフラン剤を使用
している県内17地区を対象にアカヒゲの感受性を調査しま
した。その結果、１地区で感受性の低下が見られ、他の16
地区では感受性の低下は認められませんでした。また、感
受性低下の確認された１地区も実用濃度での防除効果は確
保できるレベルと見込まれました（本調査の詳細について
は令和２年度新潟県病害虫発生予察速報第11号 https://
www.pref.niigata.lg.jp/uploaded/attachment/244511.pdfを
参照してください）。しかし、今後も同一殺虫剤の連用を
続けた場合、感受性の低い個体群の分布拡大や、更なる感
受性の低下が懸念されます。殺虫剤を効果的に使っていく
ためには、適切な抵抗性発達のリスク管理が求められます。

４　殺虫剤抵抗性のリスク管理
　ある殺虫剤に対する感受性の低い個体は地域の害虫集団
内に自然に存在するものと考えられます。そのため、感受
性の低い個体を０にすることは現実的ではありません。同
一殺虫剤の長期連用を避け、感受性の低い個体の密度を増
やさないことが殺虫剤抵抗性のリスク管理において重要で
す。作用機構の異なる殺虫剤のローテーション使用はリス
ク管理において有効な手法の１つです。
　ローテーション使用の際は、RACコード（農薬の作用
機構分類）を活用すると便利です。新潟県農作物病害虫雑
草防除指針では、殺虫剤とRACコードを併記しているの
で、参考にしてください。
� （作物研究センター　髙橋　和大）

スマート農業に一考
　スマート農業のワードを目にすることが多い。その活用
が農作業省力化を推進する起爆剤となり、栽培技術継承や
新規就農者確保をも期待されているとのことで、的確な病
害虫診断や防除面でも期待値は大きい様である。
　確かに、ICT活用などで生産技術の向上や生産から流通
まで一貫した経営システムに取組む農業者を多くのところ
で見ることが出来る。
　「研究」においても、スマート農業技術の確立に取組み、
より多くのデータ蓄積と解析がその「肝」となっている。
技術確立とその裏付けとなるデータ集約に並行して取り組
む時代のようで、ICT等に不案内な当方は、きちんと対応
できるのか大いに不安である。
　また、 先の「生産から加工・流通まで経営システム」で
は、流通・消費に係るデータの取得も必要であろう。う～
ん。集約すべきデータ量が増えたではないか！、そして想
定される流通・消費の細かなニーズに如何に応ずるか、頭
を働かせることが少なくない。
� （高冷地農業技術センター　大原　雅浩）

図　殺虫剤抵抗性発達の仕組み

写真　�斑点米とアカヒゲホソ
ミドリカスミカメ
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タバココナジラミバイオタイプＱについて
１　はじめに
　近年、農薬に対する感受性が低下し、防除が難しい害虫
の発生が問題になっています。
　その中で、特に施設園芸で問題となるタバココナジラミ
バイオタイプＱについて紹介します。

２　主な特徴
⑴　タバココナジラミについて
　成虫は体長が約0.8㎜、羽は白色、体は淡黄色で、同じ
ように園芸施設等で見られるオンシツコナジラミに比較し
てやや細く色が濃く見えます。また翅を閉じたときに隙間
が見られます（写真１、２）。
　老齢幼虫は長さ0.7～1.0㎜、体色は黄色～淡黄色、後部
がやや細い楕円形で背面がやや隆起しています（写真３）。
一方、オンシツコナジラミの老齢幼虫は乳白色の楕円形で厚
みのあるコロッケ状で、成虫より双方の違いがはっきりしてい
ます（写真４）。

⑵　バイオタイプＱについて
　タバココナジラミには、外観は同じでも寄生する植物や
生理生態的性質が異なるいくつかのグループがあり、バイ
オタイプと呼ばれています。バイオタイプは肉眼では確認
できないため、区別するには遺伝子診断が必要になります。
　バイオタイプＱは、平成15年頃に国内で確認され、新潟
県内では平成20年に初めて確認されました。県内では、そ
の後も断続的に確認され、県外からの購入苗等に付着して
持ち込まれたと推定されています。
　ピリプロキシフェン製剤（ラノーテープ等）や、多くの
ネオニコチノイド系及びピレスロイド系の殺虫剤に対する
感受性が低く防除が困難となっています。　

３　主な被害
⑴　排泄物による品質低下
　タバココナジラミが作物を吸汁加害した後に生じる排泄
物により、果実の表面がべたつき、さらにすす病が発生し
て果実の表面が汚れ、商品価値を落とします。
⑵　ウイルス病の媒介
　タバココナジラミは、次のようなウイルス病を媒介しま
す。
ア　トマト黄化葉巻病
　育苗期から生育初期に感染すると開花不良や結実不良
により被害が大きくなります。
　県内では平成29年に初めて確認されましたが、その後、
発病は確認されていません。
イ　キュウリ退緑黄化病
　まず葉脈間に多数の退緑小斑点が生じ、これらが拡大
し互いに癒合しながら、退緑斑の面積が拡大します。さ
らに進展すると、葉はつやを失い、葉脈の緑だけを残す
退緑～黄化葉となります。
　県内では未確認ですが、令和２年度までに岐阜県はじ
め20県で確認されており、今後も注意が必要です。

４　防除対策
　以下の点に注意し、日頃から予防的な対策を心掛けてく
ださい。
⑴　ハウスに入れない
　購入苗による持ち込み事例がありますので、購入する際
はタバココナジラミの寄生がないことを確認してください。
　施設の開口部に防虫ネット（目合い0.4㎜以下）を張り、
出入り口のカーテンは二重して侵入を防ぎます。光反射マ
ルチの設置も有効です。
　また施設内外に黄色粘着板や黄色粘着テープを設置して、
成虫を早期発見するとともに捕殺します。
　増殖源となる施設内外の雑草（野良生えトマト（放置さ
れ、自然に育ったトマト）の他、セイタカアワダチソウ、
クズ等）の処分を徹底します。特に栽培施設周辺に放置し
た野良生えトマト等は、病原ウイルスの増殖源にもなるた
め、抜き取ってビニール袋に入れ、植物及び虫が死滅する
まで密閉した後、袋から出して土中に埋めるなど、拡散防
止のために適切な処分を行ってください。
⑵　ハウスで増やさない
　育苗期から効果のある薬剤で防除します。本種は一部の
農薬に対する感受性が低いので、薬剤を選定する際には普
及指導センターや病害虫防除所等に相談してください。
　また、地域内で栽培が無い期間（１か月間程度）をつく
り伝染環を遮断して下さい。
　ナス科、ウリ科の他、アブラナ科、マメ科、キク科等多
くの栽培品目に寄生するので、注意が必要です。
⑶　ハウスから出さない
　栽培終了時には、株は切断または抜根して完全に枯死さ
せると同時に、施設を密閉して蒸し込み処理（40℃、10日
以上）を行い、タバココナジラミを死滅させて下さい。
� （病害虫防除所　下條　明）

写真１　タバココナジラミ成虫
（�オンシツコナジラミよりやや小型で
細く見える。翅が重なり合わない）

写真２　オンシツコナジラミ成虫
（翅が重なり合う）

写真４　オンシツコナジラミ（老齢）幼虫
（乳白色。小判型の楕円形で全体に厚
　みがある）

写真３　タバココナジラミ（老齢）幼虫
（黄色～淡黄色。後部がやや細い楕円形。
　全体に平たく中央がやや隆起する）
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ウメ輪紋ウイルスの発生状況調査について
１　はじめに
　ウメ輪紋ウイルス（プラムポックスウイルス（以下、「Ｐ
ＰＶ」という））は、ウメ、モモ等のサクラ属植物に感染
する植物ウイルスであり、平成21年４月に東京都青梅市に
おいて、国内で初めて発生が確認されました。
　海外では、ＰＰＶによりセイヨウスモモやアンズ等に大
きな被害が報告されておることから、国内でのＰＰＶのま
ん延による甚大な被害発生を防止するため、宿主植物の調
査、感染した植物の伐採・廃棄が行われてきました。
　この結果、発生地域内の感染割合が大幅に低下しました。
また、この間の調査により、この状況下では通常のアブラ
ムシ防除を実施していればＰＰＶのまん延対策は可能と考
えられています。
　但し、ＰＰＶの未発生地域への侵入を防止するため、ウ
メ、モモ、スモモ、アンズ、プルーンなどサクラ属植物
（サクラ節を除く）の苗木、母樹、盆栽類をＰＰＶの検査
対象地域（農林水産省植物防疫所のＨＰ参照）から地域外
に移動する場合、又は、検査対象地域内のホームセンター
や造園業者などに移動する場合は、検査等実施要領に基づ
く検査が必要となっています。
　新潟県は、ＰＰＶが発生しておらず、検査対象地域では
ありませんが、対象地域から、苗木、母樹、盆栽類を購入
する場合は、検査が実施されているどうか検査結果通知書
の提出を求める等の確認をしてください。

２　ＰＰＶの特徴
　ＰＰＶに感染した植物の病徴は、主に葉、花弁及び果実
に現れるが、植物の種類、ＰＰＶの系統、季節、栽培環境
等により異なるとされています。ウメの葉では、退緑～黄
色の輪紋又は斑紋等が現れます（写真１）。モモの葉では
春季の新葉に退緑～黄色の斑点または輪紋が現れるが夏季
には病徴が消失する場合があります（写真２）。
　ＰＰＶは、アブラムシ類の媒介による感染、接ぎ木・感
染苗木の移動等により広がります。ＰＰＶは、人や動物に

感染しないので、ＰＰＶに感染した樹から収穫した果実を
食べても健康等への影響はありません。

３　県内におけるＰＰＶ調査
　新潟県でのＰＰＶ調査は、平成22年度よりほぼ毎年、新
潟県病害虫防除所、農産園芸課、経営普及課（農業革新支
援担当）、地域振興局農林水産(農業)振興部、農業総合研
究所園芸研究センターが主体となって行っています。
　調査対象は、県内のウメ、モモ、オウトウ、ネクタリン
の果樹母樹園地、果樹用苗生産園地、果樹生産園地となり、
現在までに延べ約70園地で調査が行われています。
　調査の時期は、新葉が展開し、病斑が明瞭となり、試料
が採取できる５月～７月に行います。なお、モモは葉が生
長すると病斑が不明瞭になるため、葉が硬化する前に可能
な限り早い時期に行います。
　１園地について、病徴や疑似病状の見られる５樹（それ
らが無い場合は無症状の樹）から、葉をサンプリングし、
国の検定機関に送付し、検定を行います。

４　おわりに
　新潟県は、ＰＰＶの未発生地域ですが、次年度以降も発
生状況を監視するための調査を実施することとしており、
引き続きＰＰＶまん延防止に努めていきます。
� （病害虫防除所　遠藤　由紀夫）

写真１　ウメの葉の病徴
（青海市2009.4.16　植物防疫所原図）

写真２　ウメの葉の病徴
（青海市2009.5.12　植物防疫所原図）

写真３　県内のＰＰＶの調査



にいがた植防だより 第160号

− 6 −

編　集　後　記
〇�非常事態宣言下のオリンピック開催、台風一過の前線による集中豪雨、過去最多を連発するコロナ感染者数など、落着かない日々を過
ごしながら、瞬く間に出来秋を迎えました。
〇�昨年中止となった全国産業用無人ヘリコプター飛行技術競技大会が11月に静岡県で計画されています。今年は県内無人航空機防除にお
ける事故件数が例年以上に多く、安全運航の観点からも飛行技量の向上が必要です。コロナ禍で先行きは不透明ですが、全国大会に向
けた県予選を10月に開催しますので、オペレーターの皆さんは是非参加ください。
〇�本年７月１日、新潟県植物防疫協会は事務所を移転しました（１面参照）。電話・FAX番号は変わりませんが、郵便等住所表記にご留
意ください。
〇�前号（第159号）、２面技術記事の執筆者名が誤っておりました。正しくは園芸研究センターの岸 孝二さんです。お詫びして訂正いた
します。� （事務局）

１　はじめに
　ねぎ栽培ではネギアザミウマが多発生し、従来の薬剤防
除体系による防除では密度抑制が困難な状況にあります。
また、2015年に発生が確認された本種の産雄単為生殖型は、
一部の薬剤、ピレスロイド系やネオニコチノイド系薬剤等
に対する感受性が低く、防除効果不良との関連も指摘され
ています。そこで、生育期後半の防除体系について検討し
ました。

２　防除体系
　ねぎの防除は、水稲の収穫期間の８月下旬から10月上旬
頃までの間、収穫作業との重複から液剤によるローテーシ
ョン散布などの防除対応ができなくなることがあります。
　このため、省力的な防除法として、粒剤の施用について
検討しました。防除薬剤には、慣行の粒剤（ニテンピラ
ム）と新たに生育期間中の株元散布が適用となった粒剤
（シアントラニリプロール・チアメトキサム）を用い、９
月２日に散布しました。
　また、粒剤は、施用後効果が出るのに時間がかかること
が考えられるので、粒剤より効果が早く現れるフロアブル
剤（フロメトキン）を粒剤処理の２日後に散布し、粒剤と
フロアブル剤との体系防除の効果についても合わせて検討
を行いました。

ねぎのネギアザミウマ産雄単為生殖型に対応した
生育期後半防除体系の効果確認

３　粒剤の効果
　試験ほ場での被害の発生程度は処理前から多発生でした。
　シアントラニリプロール・チアメトキサム粒剤及びニテ
ンピラム粒剤のみの試験区では、処理後７日までは被害が
増加しましたが、処理後14日以降から被害が減少しました。
粒剤の効果は、処理14日後頃から現れ、成幼虫数・被害度
は剤による差はほとんどなく、効果は同程度と考えられま
す。
　処理後28日までは全ての区で被害は横ばいに推移し、処
理後35日以降になると被害が増加したことから、粒剤の残
効は処理28日後程度までと考えられます。

４　粒剤とフロアブル剤の体系処理の効果
　粒剤＋フロアブル剤の試験区では処理後から寄生密度及
び被害が粒剤のみの試験区に比べて、低く推移しました。
　フロメトキン水和剤は散布直後から効果があり、粒剤散
布と同時に散布することで、粒剤の効果が現れるまでの間、
ネギアザミウマの増殖を抑制することができると推測され
ます。

（病害虫防除所　五十嵐　憲郎）

図　上位２葉成幼虫数及び被害度の推移
Ａ：シアントラニリプロール・チアメトキサム粒剤、Ｂ：ニテンピラム粒剤、
Ｃ：シアントラニリプロール・チアメトキサム粒剤＋フロメトキン水和剤、Ｄ：ニテンピラム粒剤＋フロメトキン水和剤）
注：図内の矢印は共通の防除実施日を示す


